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ガスシステム改革に向けた国民からの御意見 

（平成２６年８月３０日～平成２６年９月１７日） 
※個人情報等を除き、御意見本体について原文を掲載しております。 
 
御意見①（平成 26 年 9 月 15 日） 
≪意見（その４）≫ 

 

９月５日のガスシステム改革小委員会（第１３回）で提示された資料４「海外のガス事業の状況」（以

下「資料４（海外ガス事業の状況）」と記す）に関連して、以下の通り意見を提出する。 

 

 資源エネルギー庁は、ガス料金規制を撤廃する理由として、日本におけるガス事業を巡る競争状態の

有効性を挙げていると私には思える。資料４（海外のガス事業の状況）を提示したのは、まさにそうし

た意図であると推察している。 

 

 私はこれまで３回ほどパブリックコメントとして意見提出をしてきたが、それは、「消費者利益を見出

すことができない料金値上げ自由化」にエネ庁当局が異常なまでに執着するのは何故か、いったい誰（何）

のために疑似独占状態の残る蓋然性が極めて高いネットワーク型ガス事業の料金規制（＝料金値上げ抑

制機能）を撤廃して市場原理に委ねたいのか、皆目理解できないからである。 

 

経過措置などによって「需要家の選択肢拡大と需要家の保護を両立」させずして、従来の規制以上に、

需要家がガス料金面でどのような利益を享受できる可能性が高まるのかについて、明快な説明が必要で

ある。 

 

「ガスシステム改革に向けた意見募集について」では、その趣旨として、『検討を進めておりますガス

システム改革は、国民生活や経済活動に幅広く関わりを持つものです。このため、その検討には、でき

る限り幅広い国民の皆様からの御意見を反映していきたいと考えており、この度、御意見を募集するこ

とといたしました。国民の皆様からいただいた御意見は、委員会にも随時、報告を行い、議論の参考に

させていただきます。ただし、いただいた御意見について、個々に回答はいたしかねますので、御了承

願います』とあるが、「国民生活や経済活動に幅広く多大な影響を与える」ことからも、単に委員会の参

考資料として添付するだけでは、「一方通行の公聴の方便」に過ぎないと誤解されないよう留意すべき。 

 

ついては、資料４（海外ガス事業の状況）で示された事項について、それぞれ以下の通りの意見を成

案に向けた論点提起として提出するので、次回以降に委員会の場で適宜ご議論頂くことを期待する。 

 

 

１．ガス事業の競合状態について 

参考資料 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/gas/public_comment/
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３０では、「小売自由化範囲の段階的な拡大に伴い、新規参入事業

者数は順調に増加している。新規参入者の中では、電気事業者が供給量ベースで４０％を占め、最も多

い。供給量における新規参入者のシェアも自由化範囲の拡大に伴い増加しており、２００７年以降では、

新規参入者のシェアは１０％以上（電気は４％程度）で推移している」と記述されている。 

この記述は、資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３１の図表４２（下記＜参考１＞）を参照しながら

の解説であるが、次のような理由から、この図表４２はガス事業の競合実態を示すデータとは言えない。 

 

①新規参入者のガス販売量シェアは直近で１２．１％を占め、電気での新規参入率４％程度を大きく上

回るとしている。だが、２０１１年度以降は低下してきている。これは主に、東日本大震災以降の発

電向けなど大規模需要の減少による影響であろう。家庭需要は小規模需要であるため、一件当たりの

消費量や需要格差は小さいが、対象件数は２０００万件以上と膨大。だから、家庭需要を巡る競合状

態を計る指標は、販売量シェアではなく、件数シェアとなるべき。 

 

②ガス安全小委員会（第４回）の資料４のｐ２では、「大口ガス事業の届出については、平成２５年３月

時点で、計９４事業者から７２７件（一般ガス事業者：６０事業者・４３５件、ガス導管事業者：１

４事業者・１９４件、その他の事業者：２０事業者・９８件）がなされている」と記述されている。

この記述の上に掲げられている図１（下記＜参考２＞）によると、平成２４年度実績での大口供給は

１１９７３件。よって、現行での大口供給件数シェアは６％（≒７２７÷１１９７３）でしかなく、

更にこれを一般ガス事業者以外の者（新規参入者）に限定すると、その件数シェアは２％（≒（１９

４＋２０）÷１１９７３）でしかないことがわかる。 

 

③また、ガスシステム改革小委員会（第１回）の資料５のｐ３３では、「各地域における新規参入者の分

布を見ると、新規参入が活発に行われているのは、関東、関西及び中部と、いずれも大手ガス事業者

（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス）の供給区域内である」と記述されていることからも、実際には新

規参入者が少ない地域も相当にある。これは、市場原理、即ちガス事業の採算性に起因するものが殆

どであろう。そう考えると、現実的には、地域によっては大口需要家向け市場だけでなく、家庭需要

向け市場での新規参入は見込める可能性は殆どないと言わざるを得ない。 

 

 以上①～③のことから、家庭需要向け市場が、特に大手ガス事業者以外にとっては有効な競争状態に

あるとはとても思えないが、それでもエネ庁当局は家庭需要向け市場が全国一律に料金規制を撤廃すべ

き有効な競争状態にあると考えているのか？ 

 
＜参考１＞ 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/hoan/gas_anzen/pdf/004_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/01_05_00.pdf
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（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf のｐ３１） 

  

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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＜参考２＞ 

 

（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/hoan/gas_anzen/pdf/004_04_00.pdf のｐ２） 

 

 

２．供給区域内の都市ガス普及率について 

資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３１では、「一般ガス事業者の供給区域内における家庭用需要に関

する普及率は、全国平均で約７０％、都市部に供給区域を有する第１グループでも約８０％となってお

り、ガス導管が普及している地域でも、平均で約３割、都市部でも約２割の利用者は、ＬＰガスやオー

ル電化など、他のエネルギー源を利用しているものと考えられる。なお、供給区域の拡張により、調定

件数（ガスを実際に利用している戸数）は増加しているが、普及率は微減傾向にある」と記述されてい

る。 

この記述は、資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３２～３３の図表４３～４５（下記＜参考３＞～＜

参考５＞））を参照しながらの解説である。 

 
＜参考３＞ 

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/hoan/gas_anzen/pdf/004_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf の

ｐ３２） 

 

＜参考４＞ 

 
（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf の

ｐ３２） 

 
＜参考５＞ 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf の

ｐ３３） 

 

しかし、図表４４～４５は、あくまで全国平均値に過ぎない。一般ガス事業の全国販売量や需要家件

数の７割は、大手ガス３社で占められている。図表４３の供給区域内普及率でわかるように、全国計は

「大手ガス３社＝①グループ」の数値に影響されており、他グループ内では普及率がまばらなのがわか

る。更に、「供給区域内普及率」は、下記の理由から、地域による“都市ガスと他燃料とのエネルギー間

競争”の実相を必ずしも正確に表していない。 

 

①「供給区域」とは、「市区町村字」単位で設定され、その範囲でガス導管を延伸することにより都市ガ

ス（一般ガス事業）の普及義務と供給義務を課すものであって、必ずしもガス導管が敷設されている

とは限らない。ガス導管の延伸を希望する需要家は、そこが供給区域内であったとしても、延伸距離

により多額の負担を求められることがある。また、地形によってはガス導管の延伸が困難な場合もあ

り得ることから、例えば東部ガスのホームページ（http://www.tobugas.co.jp/guide/use/area.html）

では、「供給エリアであっても、ガス管の整備状況によりましてはお申込み・ご要望にお応えできない

場合もございます」と記されている。 

 

②ガス導管が比較的普及している三大都市圏の供給区域においても、需要家が新たに都市ガスの利用を

希望する場合、需要家宅の近傍までガス導管が延伸していないので、その引込みの「工事負担金制度」

としてガス事業者が負担する一定額以上の多額の費用を需要家に求めるような“都市ガス未普及の地

域”は今も点在する。特に山間や郊外など田園地域では、供給区域となる「市区町村字」単位が都市

部に比べて相当に広いため、供給区域内であってもガス導管の未普及区域が広く、区域周縁の供給区

域外と同様に負担を伴うことがよくある。地方ガス事業者ほど都市ガス普及率は低いという傾向があ

る（参考６）。 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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③よって、都市ガスの供給区域内であってもガス導管が未普及の区域では、ガス導管引込みの追加負担

を諦めてオール電化やＬＰガスを利用することになる。そもそも、都市ガスが選択肢になり得ないに

も関わらず、それを分母とした都市ガスの供給区域内普及率を他燃料との競合指標とすることは、競

争実態を正確に反映しているとはとても言えない。競争実態を正確に把握するには、ガス導管を需要

地に引込む場合に需要家負担のない地域に限定した全世帯における都市ガス利用者の割合とすべきで

ある。 

 

④また、全ての都市ガス事業者（一般ガス事業者）を供給区域内普及率で上位から並べると、下記＜参

考７＞のようになっており、かなりの格差が見られるところだ。普及率５０％以上のガス事業者は全

体の約６割の１３０社程度だが、公営事業者では全２９事業者の内で、約８割の２４事業者を占め、

効率的な供給区域設定をしていると言える。 

 

⑤更に、上記＜参考５＞で示される供給区域内の普及率は、平成１９年度の７２．８％が平成２４年度

に６９．３％に低下している、としているが、下記＜参考８＞のように増加しているガス事業者もあ

る。 

 
＜参考６＞ 

供給区域の普及率が低いガス事業者ベスト２０（出所：ガス事業年報 2012年度） 

Ｎ

ｏ 
事業者名 県名 ％  Ｎ

ｏ 
事業者名 県名 ％ 

1 いわき 福島 18.6  11 湖東 秋田 28.0 
2 太田都市 群馬 23.1  12 ｴｺｱ（中津市） 大分 28.3 
3 国分隼人 鹿児島 23.2  13 五所川原 青森 30.0 
4 気仙沼市 宮城 23.3  14 丹後 京都 30.6 
5 埼玉（深谷市） 埼玉 23.5  15 秩父 埼玉 31.2  
6 飯塚 福岡 24.3  16 大武 奈良 31.3  
7 島田 静岡 24.6  17 伊奈都市（伊奈町） 埼玉 31.4  
8 沼田 群馬 25.1  18 岩見沢 北海道 31.5  
9 御殿場 静岡 26.1  19 秦野 神奈川 32.7  
10 寒河江 山形 26.3  20 新庄都市 山形 33.1  
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＜参考７＞ 

全ガス事業者（209事業者）の供給区域内普及率（2013/3末）降順グラフ（出所：ガス事業年報 2012年

度） 

 
 
＜参考８＞ 

普及率［％］増加ガス事業者ベスト２０[2013/2008年比較]（出所：ガス事業年報 2007年度・2012年度） 

No 事業者名 2013/3 末 2008/3 末 差異  No 事業者名 2013/3 末 2008/3 末 差異 
1 仙南 71.7  58.2  13.5   11 山形 48.4  45.3  3.1  
2 日本 48.5  36.3  12.2   12 京和 69.1  66.2  2.9  
3 島田 24.6  14.9  9.7   13 佐渡 84.9  82.1  2.8  
4 大武 31.3  22.7  8.6   14 昭島 58.6  56.1  2.5  
5 美浦 109.6  103.0  6.6   15 寒河江 26.3  24.1  2.2  
6 十和田 36.2  31.1  5.1   16 鬼怒川 80.6  78.4  2.2  
7 湯河原 38.4  33.7  4.7   17 長岡市 95.7  93.6  2.1  
8 美唄 53.2  49.0  4.2   18 大東 52.6  50.5  2.1  
9 高松 106.9  103.0  3.9   19 中遠 44.1  42.3  1.8  
10 下田 42.9  39.8  3.1   20 青梅 51.8 50.1 1.7 
（注）2008～2013年に合併等による供給区域の増減があり得る。 

 
以上のことに加え、去る７月２４日に提出した「国民からの意見」のｐ８で指摘したように、全国的

に新設住宅着工の近年の低迷する（※）中で、供給区域内の家庭消費者世帯の件数も、下記＜参考９＞

のように、順調に増加して競合力のあるガス事業者もある。 

（※国土交通省資料 http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h22/hakusho/h23/data/html/ks008040.html 

より） 
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http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/012_s01_00.pdf
http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h22/hakusho/h23/data/html/ks008040.html
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したがって、ガス事業の競争状態については、全国一律で判断するのではなく、地域やガス調達形態

などガス事業の実状に応じてキメ細かな判定基準を作るべきと考えるが、エネ庁当局はこれに対してど

う考えているのか？ 

 

  



10 
 

 

＜参考９＞ 

家庭用取付メーター個数規模別の個数増減率[2013/3対 2008/3]別事業者数一覧 

取付ﾒｰﾀｰ数 ~5,000 個 
 

~10,000 個 ~50,000 個 ~100,000 個 100,000 個~ 
 

計 
増減率 

 
≧15% 
 

２   
大武 
仙南 

 ３  
京和・北日本 
日本 

１  
新日本 

  ６ 
 
(3%) 

15%＞ 
≧10% 

２  
湯河原 
伊奈都市 

１  
中遠 

１  
筑波学園 

１   
大東 

１ 
東彩 

 ６ 
 
(3%) 

 
10%＞ 
≧5% 

３   
袋井 
伊藤忠ｴﾈ 
甲賀協同 

５ 
直方・吉田 
日高都市 
松栄・津島 

５ 
武陽・昭島・青梅・

南日本・太田都市 

２  
長野都市 
東日本 

３   
東京・京葉 
武州 

１８ 
 
(9%) 

 
5%＞ 
 ≧2% 

１  
十和田 

１  
埼玉 

１０ 
厚木・坂戸・野田・

入間・足利・大網白

里・幸手都市・西武

鷲宮・伊勢崎 

３ 
習志野・ 
大和・沖縄 

５ 
大阪・東邦 
中部・千葉 
大多喜 

２０ 
 
(10%) 

 
2%＞ 
≧0% 

５ 
御殿場・ 
のしろエネ 
伊丹 
五条 
鬼怒川 

４ 
犬山・鳥栖 
館林・出雲 

１２ 
東海・蒲原・筑紫 
河内長野・佐賀 
熱海・角栄・大垣 
弘前・秦野・東金市 
本庄 

 １ 
北陸 

２２ 
(10%) 

（注)事業者名は順不同。家庭用メーター個数規模は 2013/3 時点 （出所：ガス事業便覧・ガス事業年

報） 

下線を引いたガス事業者は、ガス事業便覧で卸供給の相手方として記載がある事業者。  
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３．家庭部門のエネルギー消費における都市ガス比率について 
資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３３では、「家庭部門において、都市ガスは主に暖房、給湯、厨房

などで用いられているが、いずれの用途でも電力、ＬＰガス、灯油等による代替が可能である。一方で、

動力、冷房、照明等では電力のみが用いられ、他エネルギーでの代替は困難である。こうした電力と異

なる都市ガスの特性のため、家庭のエネルギー消費に占める都市ガスの比率は約２割にとどまる」と記

述されている。 

この記述は、資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３３の図表４６（下記＜参考１０＞）を参照しなが

らの解説である。 

 

ところで、家庭部門の用途別エネルギー消費状況を見ると、直近のデータ（下記＜参考１１＞）とし

て２０１２年度でのシェアは、動力・照明・冷房（約４０％）、給湯・厨房（約３６％）、暖房（２４％）

となっており、これらの用途割合別の熱源消費量により、合計の熱源別消費割合は計算される。 

 

だから、ここで掲げられた「家庭用部門合計」のデータを以て「都市ガスの比率は約２割にとどまる」

として都市ガスの競合が厳しいと断じるのは早計である。家庭部門における熱源の選択肢について、冷

房や冷蔵庫などの動力・照明は「電気のみ」、厨房と給湯は「ＬＰガス・都市ガス・電気・灯油など熱源

のいずれか一つ」、暖房は「それら複数熱源」の総和であるなど、それぞれ異なるからだ。ほぼ熱源が電

気のみである動力・照明など約４割の用途を含めて家庭用部門全体を計算すると、電気と比べた都市ガ

スなど他熱源のシェアが低いのは必然なのである。その中でも、灯油とＬＰガスの減退と比べて都市ガ

スは伸長傾向と言える。 

 

 以上のことから、都市ガスの競争状態を示す材料として、この＜参考１１＞は大きな誤解を与えると

考えるが、エネ庁当局はこれに対してどう考えているのか？ 

 
＜参考１０＞ 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf の

ｐ３３） 

  

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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＜参考１１＞ 

 
（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/sho_ene/pdf/002_03_00.pdf の

ｐ３３） 

 
 
４．ガス小売料金の状況について 

資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３４では、「大口、小口を合わせた小売料金の平均値は、ＬＮＧ価

格の低下や事業者の経営効率化努力により、過去３０年間で２分の１程度に低下している。一方で、２

００５年頃以降の原油価格の高騰に伴い、原油価格と連動して決められることが多いＬＮＧ価格が上昇

し、２０１２年には８万円／ｔ台と過去最高となったこと等を背景に、近年小売料金は上昇傾向となっ

ている」と記述されている。 

この記述は、資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３４の図表４７（下記＜参考１２＞）を参照しなが

らの解説である。 

 

＜参考１２＞ 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/sho_ene/pdf/002_03_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf の

ｐ３４） 

 
上記＜参考１２＞の小売料金の平均単価推移について、全国販売量の７割以上を占める大手４社と

それ以外のガス事業者に分けながら、或いは下記＜参考１３＞のように、原料費の占める割合の違う原

料調達形態別ガス事業者グループで分けながら経年の推移を示さなければ、内々価格差の大きい日本の

ガス事業者それぞれの動向は判然としない。因みに、平成２４年度の経済産業局別の小口料金平均単価

の格差は、下記＜参考１４＞の通りであり、地方の料金格差は大きいことが窺える。もっとも、公営ガ

ス事業者の料金には議会承認のチェックもあり、比較的低廉な傾向と言われる。 

 

例えば、国全体のガス料金水準を外国と比較するといった視点で語るのであれば、上記＜参考１２＞

の「平均料金の推移」のようなマクロ指標は有用ではあろう。だが、国内のガス料金規制の在り方を論

ずる際には、上述のように大手・中小に分ける、ないしは地域やガス事業形態ごとに分けるといったミ

クロ指標を扱うべきと考えるが、エネ庁当局はこれに対してどう考えているか？ 

 
＜参考１３＞ 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/gas_ryokin/pdf/001_06_00.pdf の

ｐ７） 

 

＜参考１４＞ 

経済産業局別小口平均単価比較  （出所：ガス事業便覧 平成 25年版） 

局名 平均単価 全国 100  局名 平均単価 合計 100 
北海道 134.3 ９５．５  近畿 138.8 ９８．７ 
東北 168.3 １１９．７  中国四国 188.2 １３３．

９ 
関東 132.4 ９４．２  九州沖縄 179.5 １２７．

７ 
中部北陸 150.0 １０６．７  全国平均 140.6 １００ 

 
資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３４では、「原料費変動の影響を除いた大口（自由化部門）、小口

（規制部門）別の、大手４社の小売料金の平均値は【図表４８】のとおりである。なお大口の範囲は、

２００４年に年間消費量１００万㎥から５０万㎥へ、２００７年に５０万㎥から１０万㎥へとそれぞれ

拡大されており、この変動に伴い、小口から大口への利用者の移動があるため、料金データもその影響

を受けていることに注意を要する。原料費変動分を除いた大口料金は、２００７年以降の景気後退を背

景としたガス消費量の減少などにより上昇したが、その後、再び低下傾向にある。小口料金は、他エネ

ルギーとの競争に対応した事業者の経営効率化等により漸減傾向にある」と記述されている。 

この記述は、資料４（海外ガス事業の状況）のｐ３５の図表４８（下記＜参考１５＞）を参照しなが

らの解説である。 

 

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/gas_ryokin/pdf/001_06_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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＜参考１５＞ 

 
（出所：http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf の

ｐ３５） 

 
上記＜参考１５＞によると、自由化後の大口平均単価については、自由化当初に料金低下は見られる

が、数年後には変化率の点で小口料金（規制料金）と違いがないことを示している。これは、ＥＵのガ

ス自由化と同様に、ガス料金に関する自由化のメリットが継続しないことを示していると解されるが、

エネ庁当局の見解を伺いたい。 

 
  

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/gas_system/pdf/013_04_00.pdf
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御意見②（平成 26 年 9 月 17 日） 
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